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家計調査に見る支出行動の変化*

大野拓行

I はじめに

現在，日本経済はバブル崩壊後の長期にわたる不況の中にある。脱出の鍵は

消費支出の回復にあるとして，政府は，昨年二度におよぶ減税を実施した。し

かし，減税の効果が期待したように出ていないのも事実である。この原因につ

いては，家計が将来に対して不安を持っているために，可処分所得が上昇しで

も，それが消費には向かわずに貯蓄に回っているからだと言うのが一般的な捉

えかたであろう。政府が，減税では効果がないので「地域振興券」なる奇策(?)

を採用した理由の一端をここにみることもできる。筆者も，将来に対する不安

が，消費支出の回復を妨げていることには同意する。

それでは，消費支出低迷に代表される支出構造の変化は，いつから起こった

のであろうか? 上に述べた文脈から考えれば，パブ舟ルの崩壊によって日本の

支出構造が変化したと考えるのが妥当であろう。そう考えると，バブルの後遺

症が払拭された暁には，再び消費支出が堅調な伸びを示し，安定的な経済成長

が期待できることになる。現在のアメリカの好況を考えると，アメリカを模倣
ω 

して消費支出が回復すれば，日本の将来は明るいのかもしれない。

*本論文は，学内における研究会(経済学研究会， 1998年4月)，および第5回生活経済学会
四国部会 (1998年 11月)において発表したものを基礎としている。両研究会において有益
なコメントをして頂いた先生方に感謝いたします。

(1) 1999年3月29日，ニューヨーク株式市場のダウ平均株価は史上初めて1万ドルを突破
した。

(2 ) 悲観的にみれば，現在のアメリカの好況は「大量生産一大量消費」社会，最後のアダ花
で，日本も急げば最後のアダ花の欠片ぐらいは手に入れられるかもしれない，と考えるこ

ともできる。現在のアメリカの好況をどう見るかにせよ r大量生産一大量消費」型の経

済構造は21世紀には持続不可能であることは明白であろう。

OLIVE 香川大学学術情報リポジトリ



188- 香川大学経済論叢 188 

支出構造の変化が他の要因によって引き起こされている可能性はどうであろ

うか。筆者は，現在の支出構造には，パフ、ルの後遺症に隠されたより重要な長

期的な変化があると考えている。その概観は以下のようなものである。

日本経済は，戦後，奇跡的な経済成長を遂げ， 1970年代前半には「ゆたかな

社会」に到達した。しかし，それは生産設備の充実を中心とした豊かさであり，

生活面での社会資本や社会保障などはまだまだ不十分であった。政府も生活面

の社会資本の整備を目指したが，それは現在に至るまで十分とはいえない状況

にある。衣食に満足した家計が住宅や生活保障に関心を向け，それにより多く

の支出を振り向けていくことは容易に想像できることである。また，住宅や生

活保障に対する社会的なサポートが少ない社会においては，家計がより多くの

支出をそれらに振り向ける必要があることも想像できる。これからの支出構造

の長期的変化を考えていくうえでも，この観点は重要ではないだろうか。

この論文の目的は，現在の支出構造がパフ、ルの後遺症ばかりではなく， 1970 

年代前半からの変化のトレンド上にあると考えることもできるということを，

家計調査のデ}タを用いて示すことにある。貯蓄を自由選択的貯蓄と固定貯蓄

に分類して家計支出の推移を見てみると，現在観測される家計の支出行動(可

処分所得が増加しでも，家計はなかなか消費支出を増加させない)の要因の一

部は，一過性のものではなく， 1973年以降の変化の延長線上にあると考えるこ

とができるのである。

II 家計支出の動向

「家計調査報告平成10年平均速報結果の概況(詳細編)Jによると，勤労者

世帯の家計の動向として，次の6点を挙げている。

(3 ) 宮沢内閣における「生活大国」の発想は生活面での社会資本の充実を目指したものであ
り，また， 1972年に発表された「日本列島改造論」も，戦後の回復を終えた日本が新たな
社会資本の充実を目指そうとしたものと考えられる。
( 4 ) http://www.stat.go..jp/0563a2.htm 
(5 ) よく知られているように，家計調査では r一般世帯」の収入は年間収入しか調査され
ていないので，ここでの分析は「勤労者世帯」を対象とする。
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(1) 実収入の 4年ぶ、りの実質減少

1994年に， 1980年以来14年ぶりの実質減少(対前年-1.1%)となった勤労

者世帯の実収入は，その後， 95年は実質0..9%，96年は実質1，5%，97年は

実質1.1%と3年連続の実質増加となっていた。しかし， 1998年の実収入は，

前年に比べ実質-1.8%と， 1994年以来4年ぶ、りの減少となった。なお，実収

入の減少幅は，現行の調査開始 (1963年)以来最大の減少幅となった。この

4年ぶりの現象の要因としては，-景気低迷により世帯主の臨時収入・賞与が

大幅な減少となったほか，所定外労働時間の減少を反映して世帯主の定期収

入が減少した」ことが挙げられている。

(2) 特別減税の実施により非消費支出は大幅に減少

非消費支出は前年比，名目-5，，2%の大幅な減少となった。これは，特別減税

の実施により，-勤労所得税(名目-18，6%)が現行の調査開始(昭和38年)

以来最も大幅な減少になったのをはじめ，個人住民税(名目-8..8%)も平成

6年以来の大幅な減少となったこと」が要因である。

(3) 5年ぶりの実質減少となった可処分所得

「平成5年に実質-0，2%の減少と，昭和56年以来12年ぶりの実質減少と

なったが6年は特別減税の実施もあって，非消費支出が大幅に減少し，可処

分所得は実質01%の増加となった。続く平成7年 8年はそれぞれ実質O“

5%， 1.3%と前年の伸びを上回ったが， 9年は，特別減税が継続されなかっ

たことから非消費支出が大幅に増加し，可処分所得は実質O“1%とわずかな

増加にとどまったJo1998年は特別減税が実施されたものの，景気低迷のため

実収入が減少したことから，実質-0，，9%の減少と 5年ぶ、りに実質減少となっ

(6) r世帯主の臨時収入・賞与(実質一5β%)が大幅な減少となったほか，世帯主の定期

収入(実質-L3%)，r世帯主の配偶者の収入」の中の「うち女J (実質-L3%)も実質
減少となった。なお，世帯主の定期収入は，現行の調査開始(昭和38年)以来最大の減
少幅となった。J (http: j jwww stat go" jpj0563a2 htm) 
(7) 1998年に実施された特別減税(1年限りの定額減税)
2月:給与等の収入のある者18，000円，扶養家族9，000円を所得税から減額
6月:給与等の収入のある者17，000円，扶養家族8，500円を個人住民税から減額
8月:給与等の収入のある者20，000円，扶養家族10，000円を所得税から減額
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た。

消費支出は名目，実質とも 3年ぶりの減少

「平成5年に景気低迷の影響を受けて実質-0..4%の減少と，昭和55年以来

13年ぶりの実質減少となった後， 6年， 7年もそれぞれ実質-L1%，-0..7% 

の減少となったが， 8年は実質0.6%と4年ぶりの増加となり， 9年も実質0..

1%の増加となったJo1998年は特別減税が実施されたものの，実収入の減少

(4) 

また，最

などもあって，実質-L8%の減少となった。なお r消費支出の減少幅は，

第一次石油危機の昭和49年(実質-2“4%)に次ぐ減少幅である」。

新の統計(1999年3月30日公表の1999年2月分勤労者世帯結果速報)にお

いても，可処分所得が前年同月に比べ，実質-2..0%の減少したのに対して，

消費支出は実質-4..1%の減少となっている。(図1を参照)

(5) 平均消費性向は長期的に低下傾向

(3)， (4)から，消費支出の減少率が可処分所得の減少率を凌駕しているため，

平均消費性向は低下した。「平成10年の勤労者世帯の平均消費性向は前年を

0..7ポイント下回る 7L3%となり，現行の調査開始(昭和38年)以来最低の

水準となっている。」

消策支出の対前年同月実質増加率(全国)図1
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(出所:http :j jwww stat. gO.. jpj0563a2. htm) 
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ここで重要と考えられることは r平均消費性向は，昭和58年以降前年を

わずかに上回った平成2年，前年と同水準となった4年と 9年を除き低下傾

向にあり， 10年も前年を下回った」ことである。このことは，家計の支出構

造の変化が，今回の景気後退による一過性のものではなく，より長期的なト

レンド上の現象であることを示唆していると考えられる。

(6) 大幅に上昇した土地家屋借金純減

平均消費性向が低下していることは，黒字が増加していることを意味してい

る。「黒字率(可処分所得に対する黒字の割合)は，昭和58年以降おおむね

上昇傾向にあり，平成10年も前年を0..7ポイント上回る 28..7%と現行の調

査開始(昭和38年)以来最高の水準となった」。黒字の内で報告書が注目し

ているのは土地家屋借金純滅である。報告書によると r土地家屋借金純減の

割合は，平成6年から8年にかけては3%台前半で推移していたが， 9年は

5..1%， 10年は5.9%と拡大し，現行の調査開始(昭和38年)以来最高の水

準を更新」している。

このような家計支出の最近動向を見てくると，減税による可処分所得の増加

は消費支出に向かっているのではなく，土地家屋借金純減などの実支出以外の

支出に向かっていることがわかる。さらに，この現象は短期的なものではなく

長期的なトレンドのようである。では，このような家計の消費支出離れはいつ

から始まったのであろうか。また，その背景には何があるのであろうか。この

ことを明らかにするためには r実支出以外の支出」についての長期的な分析が

必要となるのである。

III 実支出以外の支出の動向

図2は現行の家計調査が開始された 1963年以降の家計支出の構成(勤労者世

帯)をみたものである。支出は消費支出，非消費支出，実支出以外の支出，繰

越金から構成される。図からは，消費支出の割合の傾向的な低下と，実支出以

外の支出の割合の傾向的な上昇が明白である。1963年には支出総額の52..7%を
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図 2 家計支出の構成比
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占めていた消費支出は， 1997年には33..2%までに低下している。一方， 1963年

には 20..4%だ、った実支出以外の支出は， 1996年には印刷1%と初めて 5割を越

え， 1997年においても 49..7%とほぽ5割の水準にある。

では，実支出以外の支出の増加の要因は何であろうか。表Iは実支出以外の

支出の構成を見たものである。表をみると，実支出以外の支出で最も大きな割

合を占めるのは預貯金であり，その割合も 1963年の 53.5%から傾向的に上昇

しており， 1997年には 78%にまで達している。

この数字をみると，家計は所得の増加分をせっせと預貯金しているように考

えがちであるが，それは誤った見方である。なぜなら，実支出以外の支出はい

わゆる「みせかけの支出」で，預貯金の純増を表してはいない。例えば，給与

の支払形態が口座振込である場合には，給与分だけ預貯金は増加する。そして，

そこから種々の支払がなされるのである。このように，キャッシュレス化の進

行に伴って家計の預貯金への支出は増加し，実支出以外の支出も増加していく

のである。
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表 1 実支出以外の構成
(%) 

預貯金 保険掛金 有価購証入券 借土地金返家屋済 他返の借済金 措分割入H金~I返1入許 一信括入払金返購入済 財産購入 その他
昭和38年 1963 53.5 11.7 2.9 7.0 11.1 1l. 7 l.3 。.8
昭和39年 1964 55.4 11.7 2.6 6.3 10.0 10.4 2.8 0.8 
昭和40年 1965 56.3 11.7 2.0 6.7 9.4 9.6 3.7 0.7 
昭和41年 1966 56.8 12.5 2.1 6.9 9.0 8.4 3.6 0.7 
昭和42年 1967 58.0 12.2 l.9 6.2 8.5 7.2 5.4 0.7 
昭和43年 1968 58.6 11.6 l.6 6.1 8.9 6.5 6.1 0.6 
昭和44年 1969 60.2 1l. 3 2.5 6.1 8.5 5.2 5.6 0.7 
昭和45年 1970 62.1 10.5 2.0 2.9 3.8 8.3 4.4 5.5 0.6 
昭和46年 1971 63.2 10.5 l.6 3.0 3.4 8.1 3.9 5.9 0.5 
昭和47年 1972 64.9 10.2 1.7 3.6 3.4 7.3 3.2 5.3 。.4
昭和48年 1973 65.7 9.2 l.5 4.0 3.0 6.9 2.8 6.5 0.5 
昭和49年 1974 68.3 8.5 1.4 4.2 2.6 6.4 2.4 5.8 。.5
昭和50年 1975 67.9 8.4 l.7 4.4 2.4 5.5 2.0 7.2 0.4 
昭和51年 1976 69.1 8.5 l.5 5.0 l.8 5.4 l.8 6.4 0.4 
昭和52年 1977 69.9 8.8 l.5 5.4 l.9 5.3 l.8 5.1 0.4 
昭和53年 1978 69.3 9.1 l.1 6.5 l.7 4.9 l.7 5.5 0.3 
昭和54年 1979 70.0 9.3 l.1 6.6 l.6 4.6 l.5 5.1 0.3 
昭和55年 1980 69.9 9.1 0.9 6.3 l.4 4.2 l.6 6.4 0.3 
昭和56年 1981 7l.5 9.1 0.9 6.3 l.4 4.0 l.5 4.7 0.4 
昭和57年 1982 72.3 9.1 0.9 7.1 l.5 3.9 l.5 3.5 0.2 
昭和58年 1983 72.9 9.1 0.8 7.5 l.5 3.8 l.4 2.7 0.3 
昭和59年 1984 72.9 8.9 0.9 7.6 l.4 3.5 l.6 3.1 0.2 
昭和60年 1985 73.9 8.4 0.9 6.9 l.3 3.0 l.4 4.3 0.2 
昭和61年 1986 74.6 8.8 l.0 6.6 l.2 2.9 l.4 3.2 0.3 
昭和62年 1987 73.6 8.6 l.2 7.0 l.2 2.7 l.6 3.8 0.2 
昭和63年 1988 75.0 8.7 l.2 6.0 l.1 2.5 1.9 3.2 0.2 
平成1年 1989 76.8 8.6 l.0 5.8 l.1 2.4 2.1 2.0 0.2 
平成2年 1990 77.2 8.2 0.9 5.5 l.0 2.3 2.2 2.4 0.3 
平成3年 1991 78.0 8.4 0.8 5.2 l.1 2.1 2.4 2.0 0.2 
平成4年 1992 78.5 8.6 0.6 5.0 l.1 2.0 2.5 l.5 0.2 
平成5年 1993 76.4 8.5 0.6 5.8 l.2 2.0 2.4 3.0 0.2 
平成6年 1994 75.4 8.2 0.6 6.1 l.0 l.9 2.2 4.5 0.2 
平成7年 1995 75.6 8.7 0.4 5.8 l.0 l.8 2.3 4.2 0.3 
平成8年 1996 75.1 8.4 0.4 5.5 l.0 l.8 2.4 5.1 0.3 
平成9年 1997 78.0 8.5 。.4 5.5 。.9 l.6 2.7 2.0 0.3 

実支出以外の支出の実体にせまるためには，支出額をみるのではなく純増を

みていく必要がある。これは，黒字z実支出以外の支出一実収入以外の収入+

繰越純増という関係を考慮すると，黒字の内訳をみることになる。表2が黒字

の内訳を見たものである。表2から，預貯金純増の割合は表1に比べて大幅に

(8 ) それぞれの項目の定義は，預貯金純増=預貯金一貯金引出，保険純増=保険掛金一保険
取金，有価証券純購入=有価証券購入一有価証券売却，土地家屋借金純滅=土地家屋借金

返済一土地家屋借入金，他の借金純滅=他の借金返済ー他の借入金，分割払購入借入金純

滅=分割j払購入借入金返済一月賦，一括払購入借入金純滅=一括払購入借入金返ー掛買，

財産純糟=財産購入一財産売却，その他の純培=その他(支払)ーその他(収入)，繰越純

増=繰越金一繰入金，である。
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表2 黒字の内訳(その1)

低下し，しかも傾向的な上昇は見られないことが判明する。

一方，保険純増の割合の大きさが目立つようになり，しかも，その割合も 1963

年の203%から 1997年の29，2%まで多少の変動はあるものの，傾向的な上昇

が認められる。また，土地家屋借入純減の割合は， 1963年の7，，3%から 1973年

にはL2%まで低下したが，その後，上昇傾向に転じて 1984年には2L4%にま

で達し， 80年代後半を通じて高い割合を示している。これは， 1965年には約84

万戸であった新規住宅着工件数が， 1975年には約136万戸， 1990年には約170
ω) 

万戸と増加してきたのに対応している。その後，景気後退により，新規住宅着

(9 ) 資料建設統計要覧J，建設省建設経済局
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工件数が減少するのにともなって土地家屋借入純減の割合も低下し， 1996年に

は10“8%までになっているが， 1997年には再び18..1%まで上昇してきている。

このように，土地家屋借入純滅の黒字に占める割合は景気の変動に影響されて

はいるものの，データから 1970年代後半に一つの転機があったことを読みとる

ことが可能である。

論旨をより明確にするために，山口 (1996)にあるように，黒字を自由選択

的貯蓄，固定貯蓄 rその他純増」に分類すると，実支出以外の支出の増加の実

像がよく見えてくる。

ここで，

自由選択的貯蓄=預貯金純増+有価証券純増十財産純増

固定貯蓄=保険純増+土地家屋純増+他の借入金純減+分割払購入純減+一

括払純減

「その他純増」ニその他純増+繰越純増

である。

表3をみると，黒字に占める自由選択的貯蓄の割合は， 1963年には48..2%で

あったものが1975年には65..8%まで上昇し，その後，下降局面に入り， 1984年

には39..1%までに低下し，再び上昇局面に入り， 1990年あたりで50%ラインを

超え，その後は50%前半で小刻みの変動を示している。このことから，自由選

択的貯蓄の 1990年までの動きは，景気変動に呼応していると考えられる。90年

代に入り，自由選択的貯蓄の割合が50%という高水準を維持しているのは，表

からわかるように， 1993年から 1996年までの財産純増に原因があり，元データ

から，この時期に家計による財産購入が急増していることが判明した。この時

期は，新規住宅着工件数が1991年に約137万戸と底を打ったあと， 1996年の約

164万戸まで回復する期聞に呼応していて，宅地需要が高い自由選択的貯蓄の

割合の原因と推測できる。しかし， 1997年には財産純増も 7..8%に低下し，自

由選択的貯蓄の割合も 50%を切ることになる。

一方，固定貯蓄の割合は，1963年には38..2%であったものが，1974年には24..

5%にまで低下している。しかし，その後は小さな変動があるものの，傾向的に
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上昇し，1997年には51..1%と自由選択的貯蓄の割合と肩を並べるまでになって

いる。この傾向的な上昇の要因は，表からわかるように，保険純増の割合が1974

年の 14..2%から 1997年の29..2%と倍増してきたこと，また，土地家屋借入純

減が1970年代後半から急激に上昇していることである。

これらの動きを，より鮮明に見るために作成したのが図3である。ここでは，

黒字率との対比をみるために，自由選択的貯蓄および固定貯蓄を可処分所得で

除した自由選択的貯蓄率，固定貯蓄率を表示している。自由選択的貯蓄率は

1967年に 10%を超え， 1974年に 15..7%に達したあと下降傾向に入り， 1984年
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貯蓄率の推移
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に8，，3%と底を打った後，緩やかな上昇傾向にある。

一方，固定貯蓄率は， 1970年代前半まで6%台の安定した動きを示していた

ものが1976年の 7..2%から上昇しはじめ， 1982年には 10%を超え， 1989年に

この間で，固定貯蓄率は倍増しているのである。その後13，，5%に達している。

にある

ように，-住宅ローンの返済に追われ，また，義務的な生命保険料の支払いに廻

さざるを得ない貯蓄態度に変わってきていることを示している」のである。

(1996) も画定貯蓄率は高水準を保ったまま現在にいたっている。山口

この固定貯蓄率の動きは，自由選ここで強調しておきたいことは，さらに，

択的貯蓄率の動きとは異なって， 景気変動に作用されない傾向的なものである

と考えられることである。また，固定貯蓄率がよ昇を開始した 1970年代半ばは，

石油ショックにより日本の高度経済成長に終止符が打たれたものの，日本が「豊

この時期

に家計の支出行動が大きく変化しはじめたと考えることができる。

黒字率との関連をみてみると， 1970年代前半までの固定貯蓄率は6%台で安

これらから，かな社会」の仲間入りをした時期にあたることである。
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定しているので，この時期の黒字率の上昇は，自由選択的貯蓄率の上昇による

ものであるといえる。黒字率はその後， 1980年代前半まで緩やかに下降してい

くが，下降が緩やかになっている要因が固定貯蓄率の上昇にあるのである。1980

年代後半からの黒字率の緩やかな上昇は，一段高くなった固定貯蓄率に，自由

選択的貯蓄率のゆるやかな上昇が加味された結果であるといえる。特に， 1993 

年からの3年間の急増は，先に述べたように宅地需要の急増によるものである

ので，固定貯蓄との関連が高いと考えられる。

IV 収入階級別データによる分析

本節の目的は3つある。

①勤労者世帯を全体として捉えたときに観察された固定貯蓄率の 1970年代後

半からの上昇が，収入階級別のデータからも観察されるかどうかを確認する

こと。

②収入階級によって，貯蓄率にどのような差異があるかをみること。

③所得階層によって，上昇の開始期などに差異がみられるかどうかを確認する

こと。

図3をみると，固定貯蓄率は 1970年代前半の 6%台から最近の 13%へと上

昇しているが，それは 70年代後半から 80年代に架けて徐々になされており，

その形は電気製品の普及曲線に似ている。電気製品などの普及は，先ず高所得

階層から始まり徐々に社会全体に広まっていくと考えられている。これを，固

定貯蓄率の上昇という支出パターンの変化で考えると，次のような仮説を考え

ることができる。

【仮説】固定貯蓄率の上昇は，人々の生活に対する考え方の変化を表してお

り，その種の考えが社会全体に広まっていく道筋のーっとして，高

所得階層から低所得階層へという経路がある。

もし，この仮説が妥当するならば，固定貯蓄率の上昇は先ず高所得階層か

ら始まり，低所得階層ほど上昇開始時期は遅くなるはずである。

ここでは，家計調査の年間収入五分位階級別(勤労者世帯)のデータを用い
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て分析を試みた。

(1) 第 I階級の特徴

表4が第I階級の黒字の内訳である。大きな特徴は， 1980年代に自由選択的

貯蓄がマイナスになっている年(1983，1984年)があり，全体的に変動が大き

いことである。また，勤労者世帯全体と比較して， 自由選択的貯蓄の割合が低

い(固定貯蓄の割合が高い)。固定貯蓄の内でも，保険純増の割合は1970年代

l

i

j

e

l

l

i

-

-

前半までが30%台， 1980年代以降は40"-'50%台と勤労者世帯全体の数値に比

(%) 
黒字の内訳(第 l階級)表 4

0.3 14..1 1 0 14.4 84 2..7 6..2 7..9 557 37.4 0..6 2L3 29..8 平均
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較して 10%以上高くなっており，保険の支払が家計を圧迫していることがわか

その値がマイナスになっている年がある。

このイ直カ宝土地家屋借金純減=土地家屋借金返済一土地家屋借入金であるから，

マイナスになっている年は，住宅購入のための土地家屋借入金が急増したと見

その後の家計の圧迫要

因となっていると考えられる。これに呼応するように，財産純増が35%，23“9%

図4の貯蓄率の推移をみると，

1974， 1975年の急増については，第V階級のところで考察することにして，こ

こでは固定貯蓄率の動きに注目していく。勤労者世帯全体の数値と同様に，

の数値は 1970年前半まで比較的落ち着いた動き

その後，上昇傾向を示しており， 1980年代後半には 11%台に達している。 1989

自由選択的貯蓄率は大きく変動している。

そ

を示していたが，

貯蓄率の推移(第 l階級)

る。土地家屋借金純減についても，

この原因は，住宅金融公庫の「ゆとり返済」制度に

代表される住宅取得促進政策である。

ることができる。特に， 1993， 1994年のマイナス値は，

と高い割合を示している。

( 5"-' 6 %) 

図4

300% 

150% 

25.0% 

200% 
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00% 
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-5.0% 

(10) 1993年， 1994年に，この制度を利用した人は70万人にのぼる。昨年から問題になって
いるように，1993年にゆとり返済で借りた人が6年目を迎え，返済できない人が続出して
いる。
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年における勤労者世帯全体の固定貯蓄率が13..5%であったから，第 I階級の固

定貯蓄率は，幾分，低い水準である。また， 1993， 1994年の固定貯蓄率の低下

は，前述したように，住宅購入にともなう土地家屋借入金の急増がその原因と

考えられる。

以上から，第 I階級の固定貯蓄率も 1970年代前半までは落ち着いていたもの

が， 1970年代後半から上昇し始め， 1980年代後半には，より高い水準に達した

と言える。しかし，固定貯蓄率の上昇開始期は勤労者世帯全体より遅いとは結

論づけられない。

(2) 第11階級の特徴

表5が第II階級の黒字の内訳であり，図5が貯蓄率の推移である。表5をみ

ると，第I階級の場合のように預貯金純増がマイナスを示すことはなく，自由

選択的貯蓄の動きは，よりなだらかになっている。黒字に占める保険純増の割

合は， 1964年の 24%から 1995年の 38%まで変動はあるものの，上昇傾向にあ

る。しかし，その割合は，すべての年において，第I階級のものより低くなっ

ている(平均:第I階級374%，第11階級289%)。土地家屋借金純減の割合

については，第 I階級で見られた 1993，1994年のマイナスはなく，全般的に第

I階級に比較して高い割合を示している(平均:第 I階級6.2%，第II階級8..

8%)。これらのことは，第 I階級世帯が黒字の多くの部分を保険金支払いに充

てざるをえないのに対して，収入がより多い第II階級世帯では，土地家屋借金

返済を加速する余裕があることを示していると考えることができる。

図5をみると，自由選択的貯蓄率の動きは， 1974， 1975年の上昇はあるもの

の，第 I階級のそれに比べて緩やかになっている。特に，1970年代後半から 1980

年代前半において，自由選択的貯蓄率は下降傾向にあったが，その傾向は第 I

階級に比較して緩やかであり，反転も幾分早いように思われる。一方，固定貯

蓄率は全体的に第I階級とよく似た動きを示している。 1970年前半までは，第

I階級の値よりも幾分高い 6%台で推移していたものが， 1970年代後半から上

昇傾向に入り， 1994年前後の撹乱を別にすれば， 1990年代後半には 14%台と，

2倍以上となっている。しかし，上昇の開始期については第I階級との差異は
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表5 黒字の内訳(第11階級)
(%) 

平均 46.1 35..7 L3 9..1 46..6 28..9 8..8 2..6 5..5 0.7 7..4 0..1 7.3 

ない。

(3) 第III階級の特徴

表6が第III階級の黒字の内訳であり，図6が貯蓄率の推移である。表6での

特徴は，黒字に占める保険純増の割合が， 1970年の 20%から 1997年の30%ま

で， 10%上昇しているが，すべての年において，第11階級のものより，さらに

低くなっていることである。すなわち，平均値でみると，第I階級:37ι%， 

第11階級:28“9%，第III階級 :24“7%と低下している。一方，土地家屋借金純

減の割合は平均値で，第I階級:6..2%，第11階級:88%，第III階級:11..3% 
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図 5 貯蓄率の推移(第H階級)
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図6 貯蓄率の推移(第111階級)
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平均 50..6 39引1.3 101 43..5 24.7 113 2.5 4.1 0..8 6.0 0.1 5.9 

と上昇してきており，低所得階級ほど義務的な貯蓄を強いられていることがわ

かる。

図6における第III階級の特徴は， 1990年代前半に自由選択的貯蓄率に大きな

落ち込みがないことである。固定貯蓄率は， 1990年代前半の変動が小さい点を

除けば，第II階級のそれとほぽ同じ動きを示している。すなわち， 1970年代前

半までは6%台で推移していたものが， 1970年代後半から上昇傾向に入り，

1990年代後半には14%台に達している。また，上昇開始期についても第1，第

II階級と差異は認められない。
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(4) 第IV階級の特徴

表7が第IV階級の黒字の内訳であり，図7が貯蓄率の推移である。表7での

特徴は2つある。一つは， 1993'"'-'1996年における，財産純増の割合の急増であ

る。 1992年には黒字の内で4%しか占めていなかった財産純増の割合は， 11.. 

7%， 170%， 31..4%と増加し， 1996年には41..4%までに達している。これは

第I階級のところでも述べたように，住宅取得促進政策によるものである。も

うひとつは，黒字に占める土地家屋借入純減の動きが，第III階級とさほど変わ

らない点である。平均値でみると，保険純増の割合は第III階級:247%，第IV

平均 55.2 40.8 2..2 12.2 40.0 22..2 11.2 2..5 3.5 0..6 4.8 0.1 4.6 
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図 7 貯蓄率の推移(第IV階級)
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階級:22.2%と低下しているが，土地家屋借入純減の割合は第四階級:11.3%， 

第IV階級:1L2%と，これまで見てきたような階級聞における大きな差異はな

し ~o

図7においても， 1993~1996 年にかけての自由選択的貯蓄率，画定貯蓄率の

動きに住宅取得促進政策の効果が現れている。しかし， 1997年には不況の深刻

化のため，その効果も急速に消滅している。また，この間，黒字率は落ち着い

た動きを示しており，住宅取得促進政策が消費支出増加の誘因にならなかった

ことがわかる。固定貯蓄率は， 1993~1996 年の急増を除けば，他の階級と同様

に1970年代後半から上昇を開始し， 1980年代後半には 14%台に達している。

(5) 第V階級の特徴

表8が第IV階級の黒字の内訳であり，図8が貯蓄率の推移である。表8での

特徴は，保険純増の割合がさらに下降していることである。ほとんどの年にお

いて，第V階級の保険純増の割合は第IV階級の値を下回っている。平均値でみ

ると，第IV階級が22..2%であるのに対して，第V階級は 19..8%となっている。

図8の貯蓄率の推移での際だつた特徴は 1994，1995年の動きである。他の階

級においては，この時期，貯蓄率は急騰しているのに反して，第V階級におい
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平均 59..6 44.9 3.1 1L5 37.4 19..8 12.7 2.4 23 0“23.10..13..。

ては急落しているのである。この差異を考察するために作成したのが，表9で

ある。ここでは，第I階級と第V階級を比較することとし，①金額，②対前年

増加率をみてみる。この時期，可処分所得は両階級とも上昇傾向にあるので，

貯蓄率における正反対の動きの原因は黒字の差異にあることがわかる。

1974， 1975年において，第 I階級では預貯金純増が増加しているのに反して，

第V階級においては減少している。また，第V階級の分割払購入純減(1974年)

が前年比一303，7%，財産純増(1975年)が前年比151，6%となっていることか

ら，この時期，第V階級の家計が土地購入や分割払購入に傾斜していたことが
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図8 貯蓄率の推移(第V階級)
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わかる。一方，第 I階級の分割払購入純減 (1974年)が前年比572“8%，土地

家屋借入純減 (1974年)が前年比192ゎ6%となっていることから，この階級が

より生活防衛的に行動していたことがわかる。

固定貯蓄率の動きをみると，分割払購入の急増による 1974，1975年の落ち込

みを別にすると，他の階級と同様に 1970年代後半から上昇を開始し， 1990年代

には 15%に達している。また，第III階級以外で見られた 1990年代前半の落ち込

みは，幾分はやく起きているように思われる。ちなみに，この時期における落

ち込みの底を比較してみると，第 I階級:1993年，第II階級:1994年，第IV階

級:1996年，第V階級:1991年となっている。

この節の最後として，収入階級別データを用いた分析の結果を纏めておくこ

とにする。

①まず，前節のおわりに一つの仮説として述べたことに関連しては，表10にま

とめたように，固定貯蓄率はすべての階級において， 1970年代前半までは落

ち着いており，その後上昇傾向になり，最近では 14~15%の水準に達してお
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円)

黒字の動向 (1972-'1976年)

(1世帯当たり年平均1か月間の金額:単位

表 g

①金額
第 I階級

l

i

l

-

-

(%) 
②対前年増加率

第 I階級

そしかし，り， 1970年代前半に大きな構造変化があったことが確認できる，

の変化の開始は階級聞で差異がないと言える。すなわち， この変化はすべて

の所得階層において，同時に起こったと考えられるのである。また，収入階

級別データの分析から，固定貯蓄の内でも土地家屋借入純減は，住宅政策な

どにより階級間でかなり異なった動きを示していることがわかった。よって，

すべての階級において傾向的な動きを示している保険純増が，固定貯蓄の動

しかしこのことを，所得水準向の最も重要な決定要因であると考えられる。
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表10 収入階級別固定貯蓄率
(%) 

I階級 II階級 III階級 IV階級 V階級

1963 4.4 6.6 7.0 6.8 6.3 
1964 5.0 6.2 5.6 6.1 6.2 
1965 4.8 6.7 6.7 6.6 6.2 
1966 6.2 6.2 6.7 6.6 7.2 
1967 5.4 6.7 6.3 6.6 7.1 
1968 6.2 6.9 5.2 4.8 6.3 
1969 5.4 6.6 5.9 6.4 7.6 
1970 5.5 5.8 6.3 5.6 7.0 
1971 5.2 6.3 6.7 6.6 6.1 
1972 6.0 6.4 6.9 5.3 6.8 
1973 5.2 5.2 5.9 5.4 6.3 
1974 7.7 7.8 6.2 6.8 3.6 
1975 8.1 8.2 7.0 7.2 3.1 
1976 6.8 7.7 6.9 7.9 6.7 
1977 6.8 6.2 8.5 8.6 8.0 
1978 7.6 8.6 9.2 8.9 9.6 
1979 8.3 7.7 9.9 11.1 9.5 
1980 9.1 8.7 9.8 8.7 9.5 
1981 9.0 9.4 9.6 9.9 9.9 
1982 10.1 10.2 12.0 9.8 11.3 
1983 9.6 10.9 11.7 11.9 11.3 
1984 10.4 8.9 12.4 12.8 12.8 
1985 8.4 9.8 11.6 12.1 11.8 
1986 11.1 12.0 12.9 13.3 11.7 
1987 11.0 11.3 11.3 13.2 13.5 
1988 10.3 12.1 12.5 14.0 13.1 
1989 10.9 12.5 13.5 14.2 14.6 
1990 11.3 12.4 12.5 12.6 12.6 
1991 11.3 12.2 13.1 14.0 11.6 
1992 11.7 12.7 12.4 14.2 13.9 
1993 7.9 14.4 12.6 13.9 15.5 
1994 8.8 10.3 14.5 11.9 14.4 
1995 12.7 12.9 14.4 10.3 14.6 
1996 11.2 12.8 13.6 9.0 15.3 
1997 14.2 14.7 14.3 15.2 14.7 

が高くなったおかげで生活保障に支出を振り向けることができるようになっ

たと楽観的にみることはできない。なぜなら，黒字に占める保険純増の割合

は，景気が後退局面に入った 1990年代も，すべての階級において，高水準を

維持しているからである。このように考えてくると，家計が保険純増を増加

しているのは将来の生活防衛が主目的であると考えるべきだと思う。

②上で述べたように，各階級とも，黒字に占める保険純増の割合は経年的に上

昇しているが，階級聞に傾向的な差異が認められる。経年の平均値でみると，

第I階級::37.4%，第II階級:28，，9%，第III階級:24..7%，第IV階級::22，，2%， 

第V階級:19，，8%となっていて，低所得階層ほど保険純増の割合は高く，家
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計を圧迫していることがわかる。

③勤労者世帯全体では， 1990年代前半の貯蓄率は大きく変化していないように

見えるが，収入階級別データの分析から階級聞に大きな差異が認められる。

住宅購入にともなう土地家屋借入金の急増を原因とする固定貯蓄率の低下

は，まず第V階級において観察され，少し遅れて他の階級でも観察されてい

る。各階級ごとの固定貯蓄率低下のズレのため，図3にみるように，勤労者

世帯全体の固定貯蓄率は，一見，安定しているように見える。また，この時

期，住宅購入による財産増加による自由選択的貯蓄率が上昇しているので，

結果的に黒字率は安定していた。

④1974， 1975年の貯蓄率の動きにも階級聞で大きな差異が認められた。すなわ

ち，土地家屋購入や分割払購入に傾斜していった第V階級の家計と，生活防

衛的に行動した(せざるをえなかった)他の階級に大きく 2分される。

⑤このように，勤労者世帯全体ではゆるやかな動きを示している貯蓄率も，所

得階層によって大きな差異があることが判明した。

V おわりに

1963年以降の家計調査のデータを分析することによって，1973年代後半から

家計支出の構造が変化してきていることが判明した。それは，実支出以外の支

出割合の増加である。その大きな要因の1つは，将来の生活の不安を取り除く

ための保険純増であり，もう 1つは豊かな生活のシンボルである持ち家に対す

る負担である土地家屋借入純減である。保険純増や土地家屋借入純減を中心と

する家計にとっては義務的といえる貯蓄を固定貯蓄として定義すると，固定貯

蓄率(固定貯蓄/可処分所得)は勤労者世帯全体で特徴的な動きを示すことが

わかる。すなわち， 1970年代前半までの6%から上昇が始まり， 1980年代後半

には 12-----14%に達しているのである。

このことは，年間収入五分位階級別(勤労者世帯)のデータを用いた分析か

らも確かめられるとともに，すべての階級において傾向的な動きを示している

保険純増が固定貯蓄の動向の最も重要な決定要因であることも判明した。また，
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低所得階層ほど黒字に占める保険純増の割合は高くなっていることも観測さ

れ，低所得階層ほど家計が固定的貯蓄に圧迫されている実態が見えてきた。最

近の固定貯蓄率の動きは，階級聞のばらつき，経年のばらつきが大きくなる傾

向があり，これには土地家屋借入純減の変動が大きく関与していることもわ

かった。 1990年代前半には，住宅取得促進政策により，家計の貯蓄率が大きく

変動したことも観察された。

日本経済が大きな曲がり角に直面しているこのような時期に，将来を正しく

予測することは困難である。しかし，競争のグローパル化に直面している日本

では将来の安定的な生活の保障は不透明であるので r保険」を増加し r土地

家屋借入」をできる限り減らしておこうとする家計の行動は妥当なものであろ

う。また貯蓄と消費に関する世論調査(平成 10 年)~ (貯蓄広報中央委員会)

にあるように，調査世帯の 87..5%が現在の貯蓄残高を不十分と考えており，こ

のような状況下においては r可処分所得の増加」と「消費支出の増加」の結び

つきはさらに弱まざるをえないと考えられる。

消費支出をテコとした単純な景気回復のシナリオからは，社会的な生活資本

の整備をすすめ，家計の保険純増の上昇傾向にストップをかけることによって，

消費支出を増加できる可能性はある。しかし， 21世紀に問題になるのは「どれ

だけ消費するか」ではなく「何をどれだけ消費するか」であることを考えると，

「消費の質」の問題が解決されていない状況で r大量日消費」のアクセノレを踏み

こむことには大きな問題があることも確かであろう。

最後に，今後の検討課題について述べておくことにする。

(l) ここでは，保険純増の傾向的上昇を人々の将来に対する不安の現れとみた

が，この点はより精密なデータ分析が必要である。たとえば r養老保険」の

ような貯蓄性の高い保険もあるので， 1970年代後半からの保険純増の推移

と，保険の種類の動向との関係を詳しく調べる必要がある。

(2) 筆者は，固定貯蓄率のこのような動向は，日本が「ゆたかな社会」の仲間

入りしたこと，および社会的な生活資本の整備の遅れが大きく関係している

と考えている。では他の「ゆたかな社会J，例えば，アメリカ，イギリスはど
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うであろうか? それらの閣における固定貯蓄率の分析が今後，必要である。
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